
1 ．はじめに
1. 1　研究の背景
　近年，極端気象により，平成29年 7 月九州北部

豪雨，平成30年 7 月豪雨，令和元年台風19号（東
日本台風），令和 2 年 7 月豪雨など，毎年豪雨が
発生し，大きな被害をもたらしている。また，地
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震も平成28年（2016年）熊本地震，平成30年（2018
年）大阪府北部地震・北海道胆振東部地震などと
各地で頻発している。各地で豪雨災害や地震災害
等に見舞われる度に，後日，災害対応の検証が行
われてきた。その結果において，災害対策基本法
で災害の第一対応者と規定されている基礎自治体，
特に中小規模の基礎自治体は，災害対応における
初動で同じ失敗を繰り返していると指摘されてい
る1）。例えば，飯塚1）は，熊本地震において，益
城町の災害対策本部に職員が不在になる事態が最
も大きな問題の一つとして捉えられたにもかかわ
らず，その翌年の九州北部豪雨において，朝倉市
でも同じ事態が発生したことなどを事例に挙げて，
近年の災害において災害の種類にかかわらず，い
ずれも災害対策本部が機能していないことは明ら
かであるとしている。将来の豪雨災害や，切迫し
ている南海トラフ巨大地震，首都直下地震等の大
規模地震，火山噴火など多様な災害に備えるため
に，中小規模の基礎自治体の災害対応力の強化が
求められている。
　防災資源に制約のある中小規模基礎自治体の災
害対応力強化を図るためには，自らの取り組みに
ついて，現状はどうなのか，どこが不十分なのか
を把握することが必要である。すなわち，基礎自
治体の人口規模に着目して，人口規模別の災害対
応の傾向を把握し，中小規模の災害対応力の課題
を明らかにすることが求められると考える。

1. 2　先行研究
　基礎自治体の災害対応力の実態を把握した行政
資料には，先駆けとなるものとして，総務省消防
庁による「地方公共団体の地域防災力・危機管理
能力評価指針の策定　調査報告書」2）がある。当報
告書で提示された評価指針は，消防庁などで試作
されてきた地域防災力評価に関する手法や FEMA

のʻState Capability Assessment for Readiness（CAR）̓
を参考にして，策定されたものであると指摘され
ている。しかし，提示された評価指針の対象は，
一定の人口規模（概ね人口20万人以上）の基礎自
治体であり，中小規模の基礎自治体を評価対象と
していなかった。

　また，「地方公共団体における総合的な危機管
理体制の整備に関する検討会」が，基礎自治体に
おける総合的な危機管理体制の整備方策について
調査検討を行う中で，全国の基礎自治体を対象に
質問紙調査を実施している3）。質問紙調査結果で
は，危機管理体制（危機管理組織，危機発生時の
体制，人材育成，各種連携など）の整備に係る取
り組み状況を，政令指定都市，中核市，特例市，
一般市，町，村別に比較して，総じて小規模な基
礎自治体ほど取り組みが遅れていることを指摘し
ている。しかし，調査・検討結果の取りまとめで
は，基礎自治体共通の方針しか提案しておらず，
規模別基礎自治体間の対応に差異があることを考
慮していなかった。
　規模別の基礎自治体の災害対応力を定量的に分
析した先行研究には，宮脇4）が，全国の自治体に
関わる危機管理を担当する部署を質問紙の調査対
象として実施した調査結果をもとに，権限と規模
の違いに伴って基礎自治体の防災体制の構築に差
があることを定量的に分析したものがある。具体
的には，充実した防災体制の実現において考慮す
べき事柄として，防災に関する自治体内での教
育・研修体制や防災活動の連携・防災訓練・防災
計画，BCPの策定を取り上げて，基礎自治体の
規模により防災体制の構築に差があるのかどうか
を分析している。その分析結果をもとに，基礎自
治体のなかでも，政令指定都市，中核市，東京都
の特別区のような大規模な基礎自治体の方が小規
模な基礎自治体よりも防災体制が充実していると
指摘している。しかし，基礎自治体の防災体制の
構築の度合を定量的に分析するにあたって，調査
項目の回答数を得点形式で積み上げて指標化して
いる。このような指標化には，調査項目の選択肢
間の関係性を考慮できないという課題があると考
えられる。また，基礎自治体が認識する，人口規
模に応じて格差がもたらされた具体的な理由や，
具体的な災害対応力強化方策の差異については，
調査項目として取り上げておらず，推測にとど
まっている。さらに，当研究は事前の理論的仮説
に導かれたものではない。
　防災・危機管理の視点から，基礎自治体の規模

本莊・青田・紅谷・今石・張・赤松：基礎自治体の人口規模別にみた災害対応力の課題に関する実証的研究338



を考えた政治学的な分析としては，河村5）による
ものがある。河村は，規模を大きくした方が「規
模の経済」が働くという考えを基に，公表資料の
観察を通じて，防災・危機管理政策上では，大規
模自治体と小規模自治体が防災・危機管理の単位
として同じとみなすのは困難で，大規模自治体の
方が優っていると主張している。小規模自治体の
資源制約を踏まえた制度的提案として，市町村合
併や一部の権限を都道府県に委譲すること，また
それらができない場合に地方自治法に規定に基づ
く広域連合制度の活用を挙げている。しかし，河
村5）の研究では，定量的な検証は行われていない。
また，提案は制度上のものに限られているととも
に，その実現には行政的・政治的な難しさがあ
る6）。定量的な分析とともに，中小規模の自治体
の実情を踏まえた現実的な方策の検討も必要であ
ると考える。

1. 3　研究の目的
　本研究の目的は，中小規模の基礎自治体の災害
対応力の強化に向けて，コンティンジェンシー理
論の観点から，基礎自治体における災害対応力に
ついて，人口規模に応じて実態や課題に差異があ
ることを定量的に把握することである。また，基
礎自治体が認識している災害対応力強化のための
方策について，人口規模に応じて差異があること
を定量的に検証することである。本研究によって，
基礎自治体の災害対応力強化を図るために，人口
規模別基礎自治体の特徴に応じた現実的な方策を
検討することの意義を明らかにすることができる。
　以下，第 2章では研究の方法を，第 3章では回
答基礎自治体の属性を，それぞれ記載する。第 4
章では組織の内部特性について，人口規模別基礎
自治体間の課題の差異を把握する。第 5章では人
口規模別基礎自治体間の，災害対応力の有効性に
関連する具体的課題の差異を定量的に分析する。
第 6章では，人口規模別自治体間における災害対
応力強化のための方策についての差異を定量的に
検証する。第 7章では，以上の総括と考察を行う。

2 ．研究の方法
2. 1　分析の枠組み
　災害発生時における基礎自治体は，不確実性の
増大，緊急性の増大，相互依存性の増大などとい
うタスク環境の急激な変化に，組織を適応させて，
多様な課題に対処しなければならないと指摘され
ている7,8）。こうした基礎自治体の環境不確実性
への適応行為に関する分析はコンティンジェン
シー理論のアプローチに近似していると考える。
そこで，本研究では，人口規模別基礎自治体の成
果について，野中・加護野他9）が提唱する統合的
コンティンジェンシー・モデルを理論的枠組みと
して用いて検討することとした。
　統合的コンティンジェンシー・モデルは，組織
がよい成果をあげるためには「環境」［1］や「コン
テクスト」［2］に適応した組織の内部特性（構成要
素）を持つことが必要であることを示している。
その関係は，図 1のとおり，「環境」は「コンテク
スト」を通じて，組織の内部特性を構成する「組
織構造」［3］，「個人属性」，「組織過程」［4］に影響を
与え，そして「組織構造」，「個人属性」，「組織過
程」の相互作用から「組織有効性（成果）」が生ま
れというものである。それはまた「環境」並びに
組織全体にフィードバックされるという相互依存
的な関係をもとらえているものである9）。
　本研究で対象として取り上げる基礎自治体の人
口規模は，統合的コンティンジェンシー・モデル
において，コンテクストの構成要素の一つである

図 1　 組織現象の統合的コンティンジェン
シー・モデル（出典：野中・加護野他9）

を一部修正）
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自然災害科学 J. JSNDS 42-4 （2024） 339



規模の測度にあたると考えられる。野中・加護野
他9）は，組織規模をめぐる先行研究のサーベイで，
イギリスのアストン・グループによるコンテクス
トと組織構造との関係分析において，組織規模の
増大につれ，公式化や標準化という方向で，組織
の官僚制化の程度が高まるという調査結果から，
組織規模が組織構造の主要決定要因であると結論
づけられ，その結果は，多くの追試でほぼ共通に
支持されていると紹介している。また，野中・加
護野他9）は組織構造研究で最も重要な源泉はマッ
クス・ウェーバーの官僚制論［5］で，それは現在の
組織構造研究において，次のように議論されてい
ると指摘している。官僚制が最も合理的かつ効果
的な管理機構であるとするウェーバーの仮説とと
もに，官僚制的組織構造の逆機能論が展開されて
いるというものである。このようなコンティン
ジェンシー理論での先行研究を踏まえ，本研究に
おける基礎自治体の人口規模にみた災害対応力の
差異を分析する枠組みとして，規模と組織構造と
の関係について，組織規模の測度である人口規模
が増大するにつれ，組織の官僚制化の程度が高ま
ると設定する。また，組織構造と組織有効性との
関係について，官僚制的組織構造は，全体の組織
成果である有効性に対して順機能・逆機能が存在
すると設定する。

2. 2　災害対応力の研究の対象
　本研究では，基礎自治体の組織全体と組織内の
防災・危機管理を考える際，重要視すべき部門で
ある防災担当部署を取り上げる。
　その平時や危機発生時における組織対応におい
て，統合的コンティンジェンシー・モデルの構成
要素の中の「環境に含まれる組織間環境」，「コン
テクストに含まれる規模」，「組織構造」，「組織過
程に含まれる意思決定・境界連結」，「組織有効
性」を，研究対象とする。

2. 3　研究対象データ
　本研究のデータとして，本論文の著者である青
田を研究代表者とし，他の著者等をメンバーとす
る「基礎自治体研究会」が全国の基礎自治体に対

して災害対応力強化をテーマに実施した質問紙調
査の結果を活用する。
　質問紙調査では，令和 4 年 3 月に，全国1,747
市町村特別区の防災担当部署を対象として，郵送
により調査票を送付し，郵送またはWebの方法
で調査票を回収した（表 1）。回収数は613件で，
回収率は35.1％であった。
　調査項目は，基礎自治体が効果的な災害対応の
実現のために考慮すべき次のような事柄である
（表 2）。計画・マニュアル等の策定，職員の教
育・研修等，災害対策本部の開設，災害対策本部
の開催，外部組織との連携や受援体制，防災担当
部署が抱えている全般的な課題，災害対応力強化
のための全般的な課題と要望，フェイスシート・
自治体の状況。
　各事柄について，統合的コンティンジェン
シー・モデルの構成要素との関係を，次のように
対応づけている。①計画・マニュアル等の策定・
②職員の教育・研修等・③災害対策本部の設置は
「組織構造」に関わる測度，④災害対策本部の開
催は「組織過程」に含まれる「意思決定」に関わる
測度，⑤外部組織との連携や受援体制は「組織過
程」に含まれる「境界連結」に関わる測度，⑥防
災担当部局が抱えている全般的な課題は「組織有
効性（成果）」に関わる測度，⑦災害対応力強化の
ための全般的な課題と要望は「環境」，「コンテク
スト」，「組織構造」，「組織過程」に関わる測度，
⑧フェイスシート・自治体の状況は「コンテクス
ト」の組織規模に関わる測度とする。
　各質問項目の測定に関しては，成員の認識を媒
介に測定するという主観的測定法を採用した。

表 1　質問紙調査の概要

調査対象 全国市町村特別区1,747（令和 4 年 3 月時点）の
防災担当部署

調査方法 調査票の郵送送付，
郵送回答・WEB回答の選択式

調査時期 令和 4年 3月 8日発送，回答締切 3月31日
配布数 1,747
回収数 613
回収率 35.1％
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表 2　調査項目

調査項目 設問項目 回答
形式

Ⅰ． 計画・マニュアル等
の策定状況，検討体
制

業務継続計画（自治体 BCP）の策定状況は？ SA
受援計画の策定状況は？ SA
事前復興計画・事前復興まちづくり計画の策定状況は？ SA
国土強靭化地域計画の策定状況は？ SA
現在の地域防災計画において，今後，改善していきたい課題は？ MA
全庁的な防災計画やマニュアルの策定見直しにおける課題は？ MA

Ⅱ． 職員の教育・研修等

コロナ禍前の通常の状態で，実施していた防災訓練・職員研修は？ MA
災害対応の実働訓練の対象者は？ MA
災害対応の図上演習の対象者は？ MA
座学の講義やグループディスカッションの対象者は？ MA
外部機関への職員派遣の対象者は？ MA
概ね過去 5年以内において，災害対策本部の設置・運営訓練をどのように実施したか？ MA
災害マネジメント総括支援員の登録者数は？ FA
災害マネジメント支援員の登録者数は？ FA
災害対応に関する職員の人材育成・研修における課題は？ MA

Ⅲ． 災害対策本部の開設

災害対策本部の設置基準を策定しているか？ SA
庁舎内に，災害対策本部会議のための部屋を確保しているか？ SA
災害対策本部の情報収集・整理・分析等のため，専門のオペレーション室を確保しているか？ SA
専門のオペレーション室を確保している場合に，その場所は？ MA
外部からの応援機関のための部屋を確保しているか？ SA
部屋を確保している場合に，想定している応援機関は？ MA
災害対応に必要な情報について，予定している収集方法は？ MA
災害対策本部の設置・運営で，心配（懸念）している課題は？ MA

Ⅳ． 災害対策本部会議の
開催への備え

災害対策本部会議の構成員は？ MA
大規模地震が勤務時間外に発生した場合，発災からの災害対策本部会議の開催予定時間は？ SA
災害対策本部は，報道に対して公開を予定しているか？ SA
災害対策本部会議で想定している協議・議事の内容は？ MA
災害対策本部会議での決定事項の職員への伝達方法は？ MA
災害対策本部で想定される課題は？ MA

Ⅴ． 外部組織との連携や
受援体制

国の調査団・現地連絡室等の受け入れを想定しているか？ SA
都道府県からのリエゾン（情報連絡員）の受け入れを想定しているか？ SA
都道府県からの応援職員の受け入れを想定しているか？ SA
他市町村からの応援職員の受け入れを想定しているか？ SA
同一被害のおそれの少ない他自治体との災害時相互応援協定を結んでいるか？ SA
行政機関以外で，どのような機関と災害対応についての協定等を結んでいるか？ MA
大学や専門家等からの期待する支援は？ MA

Ⅵ． 自治体の災害対応全
般

貴自治体の防災担当部局の抱えている課題について，特に重要と思っているものは何か？ MA
基礎自治体の災害対応力強化のための課題や要望について，特に重要と思っていものは何か？ MA
先進的災害対応力強化に取り組んでいる自治体や災害対応等で参考にしている自治体は？ FA

Ⅶ． その他 基礎自治体の災害対応力強化のための意見は？ FA

Ⅷ .フェイスシート

過去 5年以内における災害対策本部設置の有無？ SA
過去 5年以内における，被災地応援のための防災担当部局職員の派遣の有無？ SA
貴自治体の人口規模？ SA
貴自治体の面積？ SA
危機管理担当（自然災害対応）の部署名は？ FA
貴自治体の職員数は？ SA
危機管理担当部署の専任職員数（正規職員）は？ SA
危機管理担当部署の兼任職員数（正規職員）は？ SA
危機管理担当部署の非正規職員数は？ SA
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2. 4　分析の方法
　人口規模別基礎自治体間の，災害対応力の有効
性に関連する具体的課題の差異について，質問項
目「防災担当部局が抱える全般的な課題」を複数
回答で尋ねた結果のデータで，因子分析（主因子
法，バリマックス回転）を用いて定量的に分析す
る。
　また，組織の有効性を示す災害対応力を強化す
るための組織手段である対策について，人口規模
別基礎自治体間の認識の違いを，次のとおり定量
的に検証する。
　まず，基礎自治体の災害対応力の指標を前述の
質問項目「防災担当部局が抱えている全般的な課
題」の回答結果を用いて主成分分析を行い，その
主成分得点を基礎自治体の災害対応力の尺度とし
て用いる。
　ついで，災害対応力強化方策としては，質問項
目「基礎自治体の災害対応力強化のための全般的
な課題と要望」の選択肢を用いることとする。そ
れは，前述の「防災計画・マニュアル」，「人材育
成・研修等」，「災害対策本部の設置」，「外部組織
との連携」に対応するものである。そして，災害
対応力強化方策の尺度を，「基礎自治体の災害対
応力強化のための全般的な課題と要望」の回答結
果を用いた因子分析結果から求める。
　さらに，人口規模別基礎自治体ごとに，災害対
応力指標を目的変数とし，災害対応力強化方策指
標を説明変数とする重回帰分析を行い，統計的に
有意な災害対応力強化方策を抽出する。

3 ．回答基礎自治体の属性
　回答を得た613件の基礎自治体の人口規模別構
成比は表 3のとおりである。回答基礎自治体の構
成比と平成27年国勢調査の結果で得た基礎自治体
の構成比を比較した結果，両者に大きな差はな
かった。このことから，本質問紙調査のカバレッ
ジ誤差は少ないといえる。
　組織の規模は，先行研究で「組織構成員の量」
で定義される場合がある9）。そこで，基礎自治体
の職員数と人口規模との相関関係を見ておく。人
口規模別基礎自治体における勤務形態別職員数の
中央値は表 4のとおりである。また，各勤務形態
において，人口規模別職員数の分布は図 2，図 3，
図 4のとおりである。以上の結果から，人口規模
を，組織規模のインディケータとして用いること
が妥当であることを示している。
　危機管理担当部署における専任の正規職員数の
中央値を人口規模別に見ると， 5万人以下の基礎
自治体で「 1 ～ 3 人」， 5 万人から20万人の基礎
自治体で「 4 ～ 6 人」，20万人から50万人の基礎
自治体で「11～15人」，50万人以上の基礎自治体
で「21～25人」となっており，中小規模基礎自治

表 3　人口規模別基礎自治体件数

人口規模
回答基礎自治体 全基礎自治体
度数 ％ 平成27年国調結果＊％

1万人未満 188 30.7 28.5
1 万人～ 5万人 231 37.7

64.0
5 万人～20万人 136 22.2
20万人～50万人 38 6.2 5.4
50万人以上 20 3.3 2.1

合計 613 100.0 100.0
注）＊福島県の市町村は含まない。

表 4　人口規模別基礎自治体のおける職員数の中央値

自治体 危機管理担当部署

総職員数
正規職員数 非正規職員数

専任職員数 兼任職員数
1万人未満 50～100人 1 ～ 3 人 1 ～ 3 人 0 人
1 万人～ 5万人 100～249人 1 ～ 3 人 1 ～ 3 人 0 人
5 万人～20万人 500～999人 4 ～ 6 人 0 人 1 ～ 3 人
20万人～50万人 1000～2499人 11～15人 0 人 1 ～ 3 人
50万人以上 5000～7499人 21～25人 0 人 4 ～ 6 人

合計 100～249人 1 ～ 3 人 1 ～ 3 人 0 人
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体の災害対応における人的資源の制約を示してい
る。ただし，危機管理担当部署の兼任職員は人口
規模と負の相関関係となっている。これは，中小
規模自治体では，正規職員の不足を兼任職員で補
充しようとしていることを示していると推察され
る。

4 ． 組織の内部特性について人口規模別
基礎自治体間の課題の差異

4. 1　 防災計画・マニュアルの策定・見直しで
の課題

　「組織構造」の集約的次元の一つである「公式
化」［3］のインディケータとして，防災計画・マ
ニュアルの策定状況を調査した。その結果，策定
済みと回答された計画は，国土強靭化地域計画が
90％と最も多く，ついで，事業継続計画，受援計
画と続いている（図 5）。
　各計画の策定状況について，人口規模との関連
性をカイ二乗検定で見ると，「業務継続計画」（χ 2

（16）＝44.472，p＜0.01），「受援計画」（χ 2（16）＝

59.775，p＜0.01），「事前復興計画等」（χ 2（16）＝
45.465，p＜0.01）について統計的に有意な差が
あった。図 5において，いずれの計画でも，人口
規模が小さい基礎自治体ほど，策定率は低い数字
となっていることがわかる。この結果は，コン
ティンジェンシー理論での命題として指摘されて
いる「組織規模の拡大につれ，プログラミンによ
る調整に移行する傾向がある」9）ことに対応して
いる。
　基礎自治体が認識する防災計画・マニュアルの
策定・見直しにおける課題について，複数回答で
尋ねた結果は（図 6），「防災部局の職員数が少な
い」が63.6％と最も多く，ついで「業務が多忙で
あり，時間が足りない」「防災や災害対応につい
ての知識，経験が不足している」などと続いた。
　各課題と人口規模との関連性において，カイ二
乗検定で統計的に有意であった課題を見ると，
「庁内他部局の防災への理解・関心が得られない」
（χ 2（4）＝32.260，p＜0.01），「特に課題がない」（χ 2

（4）＝9.659，p＜0.05）は，人口規模が小さいほど，
割合が低い（図 7，図 8）。前者は，組織の大規
模化に伴って形成される官僚制的組織構造におけ
る逆機能論である横のつながりが薄くなることを
示すものであると推察される。
　一方，「防災部局の職員数が少ない」（χ 2（4）＝
27.404，p＜0.01），「防災や災害対応についての
知識，経験が不足している」（χ 2（4）＝15.114，p＜
0.01）は，人口規模が小さいほど，割合が高い（図
9，図10）。この結果は，中谷・村尾10）が記載し
ている小規模自治体の実情に対応している。統合

図 4　 人口規模別危機管理担当部署の非正規職
員数

図 3　 人口規模別危機管理担当部署の兼任職員
数（正規職員）

図 2　 人口規模別危機管理担当部署の専任職員
数（正規職員）
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図 8　特に課題はない図 7　 庁内他部局の防災への理解・関心が得ら
れない

図 6　 防災計画・マニュアルの策定等の課題（複数回答，n＝610）
　　　注）＊＊：p＜0.01，＊：p＜0.05

図 5　全庁的な防災計画等の策定状況
　　　注）＊＊：p＜0.01
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的コンティンジェンシー・モデルでの官僚制的組
織構造における順機能を示すものであると推察さ
れる。

4. 2　 災害対応に関する人材育成・研修等での
課題

　「組織構造」の次元の一つである「複雑性」［3］の
インディケータとして位置づけられる人材育成・
研修について，コロナ禍以前の通常時における防
災訓練・職員研修の実施状況を複数回答で尋ねた
結果は（図11），「災害対応の実働訓練」が最も多
く，ついで「災害対応の図上演習」，「座学の講義
やグループディスカッション」と続いた。
　各防災訓練・職員研修について，人口規模との
関連性をカイ二乗検定で見ると，「災害対応の実
働訓練」（χ 2（4）＝29.935，p＜0.01），「災害対応の
図上演習（χ 2（4）＝42.018，p＜0.01），「座学の講
義やグループディスカッション」（χ 2（4）＝49.882，

p＜0.01），「外部機関の研修への職員派遣」（χ 2（4）
＝39.514，p＜0.01），「実施していない（χ 2（4）＝
32.708，p＜0.01），「その他」（χ 2（4）＝15.196，p＜
0.01）について統計的に有意な差があった。各防
災訓練・職員研修それぞれについての実施してい
る回答率は，いずれも，人口規模が大きいほど，
高い傾向にあった。この結果は，「地方公共団体
における総合的な危機管理体制の準備に関する検
討会」3）や宮脇4）の結果と同様で，人口規模の小さ
い基礎自治体は，人口規模の大きな基礎自治体よ
りも防災訓練・職員研修が充実できていないこと
を示している。
　基礎自治体が認識する災害対応に関する人材育
成・研修等での課題を，複数回答で尋ねた結果は
（図12），「人事異動により，防災担当部局に，専
門知識のある職員が定着しない」が最も多く，つ
いで「防災担当部局以外では，防災や災害対応業
務について当事者意識が少ない」，「実際に災害対

図10　 防災や災害対応についての知識，経験が
不足

図 9　防災部局の職員数が少ない

図11　防災訓練・職員訓練（複数回答，n＝612）
　　　注）＊＊：p＜0.01，＊：p＜0.05

自然災害科学 J. JSNDS 42-4 （2024） 345



策本部や災害対応を経験する機会が少ない」など
と続いた。
　各課題と人口規模との関連性においてカイ二乗
検定で統計的に有意であった課題を見ると，前述
の防災訓練・職員研修の実施状況の回答結果に対
応して，「全庁的に，防災や災害対応に関する職
員研修がない」（χ 2（4）＝10.718，p＜0.05）は，人
口規模が小さいほど，回答率は高くなる傾向が
あった（図13）。
　一方，「実際に災害対策本部や災害対応を経験
する機会が少ない」（χ 2（4）＝9.595，p＜0.05）と
「防災担当部局以外では，防災や災害対応業務に
ついて当事者意識が少ない」（χ 2（4）＝22.148，p＜

0.01）は，人口規模が大いほど，回答率は高くな
る傾向があった。（図14，図15）。人口規模が大き
いほど「防災担当部局以外では，防災や災害対応
業務について当事者意識が少ない」の回答率が高
くなることは，組織の大規模化に伴って形成され
る官僚制的組織構造における逆機能論である横の
つながりが薄くなることを明らかにするものであ
る。

4. 3　災害対策本部の設置で心配している課題
　災害発生時に設置される行政組織である災害対
策本部も，官僚制の組織的特徴を有する1）。基礎
自治体が認識する災害対策本部の設置にあたって

図14　 実際に災害対策本部や災害対応を経験す
る機会が少ない

図13　 全庁的に，防災や災害対応に関する職員
研修がない

図12　災害対応に関する人材育成・研修等の課題（複数回答，n＝610）
　　　注）＊＊：p＜0.01，＊：p＜0.05
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心配している課題を，複数回答で尋ねた結果は
（図16），「一部の部局（防災部局等）への業務負担
の集中」が74.9％と最も多く，ついで「庁舎や設備，
職員等の被災」，「災害対応に関する知識・経験の
不足」，「職員の参集困難」などと続いた。
　各課題と人口規模との関連性においてカイ二乗
検定で統計的に有意な差があった課題を見ると，
「一部の部局（防災部局等）への業務負担の集中」
（χ 2（4）＝12.871，p＜0.05）は，人口規模が小さい
ほど，回答する割合が多くなる傾向があることが
分かった（図17）。これは，前述した中小規模の
基礎自治体の職員の少なさを反映するものである。
　一方，「職員の参集困難」（χ 2（4）＝24.229，p＜
0.01）と，「心配（懸念）している課題はない」（χ 2

（4）＝18.606，p＜0.01）は，人口規模が大きいほど，
回答する割合が多くなる傾向があることを示して

いる（図18，図19）。前者の「職員の参集困難」の
結果において，人口規模が大きくなるほど，回答
する割合が多くなる傾向があるものの，50万人以
上の基礎自治体において，回答する割合が少なく
なっている。これは，前述の「地方公共団体にお
ける総合的な危機管理体制の整備に関する検討
会」3）において「政令指定都市以外では首長部局
の危機対応可能職員が宿直体制をとっている団体
が少ない」と指摘されているように，政令指定都
市では，職員の待機宿舎が建設されていることな
ど災害発生時に迅速な初動態勢がとれるように
なっていることによるものと推察される。
　後者の「心配（懸念）している課題はない」の結
果については，人口規模が小さい基礎自治体ほど，
災害対策本部の設置・運営で心配している課題が
存在していることを示している。

図17　一部の部局への業務負担の集中

図16　災害対策本部の設置の課題（複数回答，n＝613）
　　　注）＊＊：p＜0.01，＊：p＜0.05

図15　 防災担当部局以外では，防災や災害対応
業務について当事者意識が少ない
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4. 4　災害対策本部の開催で想定される課題
　「組織過程」の「意思決定」［4］に対応する，災害
対策本部の開催で想定される課題について，複数
回答で尋ねた結果は（図20），「会議に必要な情報
を十分に集められない」が47.2％と最も多く，つ
いで「本部員の災害対応への知識が不足している」，
「会議のためのスペースや設備が不足している」，
「被災地の状況，課題がイメージできない」，「本
部員からの発言の多くが報告に留まり，実施的な
議論が少ない」などと続いた。
　各課題と人口規模との関連性においてカイ二乗
検定で統計的に有意な差があった課題を見ると，
「本部からの発言の多くが報告にとどまり，実質
的な議論が少ない」（χ 2（4）＝23.819，p＜0.01），
「その他」（χ 2（4）＝27.438，p＜0.01）は，人口規模
が小さいほど，回答する割合が少ない傾向にあっ
た（図21，図22）。このことは，組織規模が大き

くなるほど，専門性が高まる反面，自分が担当し
ている以外は全く分からないことや，自分が担当
していないものはどうでもよくなることなど，横
のつながりが薄くなる官僚的組織構造の逆機能を
示していると考えられる。

4. 5　外部組織との連携や受援体制での課題
　焦点組織の存続に必須な資源が外部組織にある
場合，焦点組織は外部組織と組織間関係を結ぶ境
界連結活動の必要に迫られる［4］。
　このようなコンティンジェンシー理論の命題を
踏まえて，基礎自治体がどのような外部組織と関
係を持っているのかについて，まず，国・都道府
県・他市町村からの応援要員を想定しているか否
かについて複数回答で尋ねた。その結果をみると
（図23），応援職員の受け入れを想定していないと
回答した割合は，「国の調査団・現地連絡室等」

図20　災害対策本部の開催で想定される課題（複数回答，n＝574）
　　　注）＊＊：p＜0.01

図19　心配（懸念）している課題はない図18　職員の参集困難
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が最も多く，ついで「他市町村からの応援職員」，
「都道府県からの応援職員」，「都道府県からのリ
エゾン」と続いた。
　応援職員を想定していない行政の外部組織と人
口規模との関連性をカイ二乗検定で見ると，「国
の調査団・現地連絡室等」（χ 2（4）＝16.442，p＜
0.01），「都道府県からのリエゾン」（χ 2（4）＝9.531，
p＜0.05），「都道府県からの応援職員」（χ 2（4）＝
9.710，p＜0.05），「他市町村からの応援職員」（χ 2

（4）＝10.135，p＜0.05）について統計的に有意な
差があった。いずれも，人口規模が小さいほど，
受入を想定していないと回答した割合は高くなる
傾向があった（図24，図25，図26，図27）。
　つぎに，行政機関以外の機関との災害対応に関
する協定の締結について相手機関を複数回答で尋
ねた結果は（図28），「民間企業」が最も多く，つ
いで「NPOやボランティア団体」，「大学等学術
機関」と続いた。
　各行政機関以外の機関について，人口規模との
関連性をカイ二乗検定で見ると，「NPOやボラン

ティア団体」（χ 2（4）＝55.622，p＜0.01），「大学等
学術機関」（χ 2（4）＝133.272，p＜0.01）について統
計的に有意な差があった。両者の回答率は，人口
規模が大きいほど，高くなる傾向があった（図29，
図30）。この結果から，中小規模の基礎自治体に
おいて，民間企業との連携は進んでいるものの，
「NPOやボランティア団体」，「大学等学術機関」
との連携は困難であることが明らかになった。
　以上の結果は，日本防火・危機管理促進協会に

図22　その他

図21　 本部からの発言の多くが報告にとどまり，
実質的な議論が少ない

図25　 都道府県からのリエゾンの受入を想定し
ていない

図24　 国の調査団・現地連絡室等の受入を想定
していない

図23　 国・都道府県・他市町村からの応援職員
の受け入れを想定していない

　　　注）＊＊：p＜0.01，＊：p＜0.05
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よる基礎自治体の人口規模に応じた災害応援協定
の取組状況の調査研究11）で，概ね人口規模が大き
いほど協定数も多くなるという結果と軌を一にす
る。すなわち，組織の不確実性削減に貢献する組
織間関係において，中小規模な基礎自治体は，外
部組織との連携に不備があることを示している。
中小規模の基礎自治体において外部組織との連携
が進まない理由としては，組織間関係の調整やコ
ンフリクト解消に求められるマンパワー・専門的
知見・ノウハウについて，中小規模基礎自治体に
おいては不足していることなどが考えられる。

5 ． 災害対応力の有効性に関連する具体
的課題に関する人口規模別基礎自治
体間の差異

　まず，基礎自治体が認識する「防災担当部局が
抱えている全般的な課題」の回答結果を見ると
（図31），11のインディケータの中で，「 7．庁内
他部局との連携強化」が63.9％と最も多く，つい
で「 3．職員の増員」，「 5．定期的人事ローテー
ションによる人材育成の困難性」などと続いた。
　ついで，これらのインディケータ変数を用いて，
因子分析を行った結果， 5つの因子に分類された。
それぞれの因子について，質問項目と因子負荷量
の関係から，次のように解釈した。第 1因子の因
子負荷量をみると，「 1．首長のさらなる防災意
識向上」，「 2．幹部職員のさらなる防災意識の向
上」が大きく正の値をとっている。このことから，
第 1 因子は「首長・幹部の防災意識の向上」を示
していると解釈した。第 2因子の因子負荷量をみ
ると，「 4．外部研修等による担当職員の資質の

図30　大学等学術機関との締結

図29　NPOやボランティア団体との締結

図28　 行政機関以外の機関と災害対応の締結
　　　（複数回答，n＝612）
　　　注）＊＊：p＜0.01

図26　 都道府県からの応援職員の受け入れを想
定していない

図27　 他市町村からの応援職員の受入を想定し
ていない
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向上」，「 6．先進自治体や被災地への派遣による
人材育成」が大きく正の値をとっている。このこ
とから，第 2 因子は「担当職員の人材育成」を示
していると解釈した。第 3因子の因子負荷量をみ
ると，「 8．予算増額による資機材整備」，「 7．
庁内他部局との連携強化」，「 9．災害時の権限移
譲（災害時における人事権・予算権限等）」，「10．
各種計画の整備」が大きく正の値をとっている。
このことから，第 3 因子は「組織編制」を示して
いると解釈した。第 4因子の因子負荷量をみると，
「 3．職員の増員」が大きく正の値をとっている

ことから，第 4 因子は「職員の増員」を示してい
ると解釈した。第 5因子の因子負荷量をみると，
「11．その他」が大きく正の値をとっていること
から，第 5因子は「その他」と解釈した（表 5）。
　これらの因子を基礎自治体の災害対応力を測る
変数として，これらの因子得点をもって基礎自治
体の災害対応力の要因尺度とした。人口規模別基
礎自治体の第 1因子得点から第 5因子得点それぞ
れの平均値のレーダーチャートを作成すると図32
のとおりである。因子得点の平均値の値が大きい
ほど，その因子が示す課題を認識している割合が

図31　全般的な課題（複数回答，n＝610）

表 5　防災担当部局が抱えている課題の因子分析結果（複数回答，n＝610）

因子
共通性

1 2 3 4 5
1 ．首長のさらなる防災意識向上 0.738 0.028 0.025 0.048 －0.076 0.555
2 ．幹部職員のさらなる防災意識向上 0.590 0.190 0.135 0.053 0.005 0.405
4 ．外部研修等による担当職員の資質の向上 0.098 0.608 0.037 －0.101 0.001 0.391
6 ．先進自治体や被災地への派遣による人材育成 0.050 0.438 0.289 0.070 －0.063 0.287
5 ．定期的人事ローテーションによる人材育成の困難性 0.105 0.177 0.045 0.159 －0.029 0.070
8 ．予算増額による資機材整備 0.099 0.049 0.477 0.179 0.002 0.272
7 ．庁内他部局との連携強化 0.055 0.026 0.311 －0.105 －0.174 0.141
9 ．災害時の権限移譲（災害時における人事権・予算権限等） 0.175 0.035 0.266 0.068 －0.035 0.109
10．各種計画の整備 －0.044 0.104 0.238 －0.027 0.042 0.072
3 ．職員の増員 0.043 －0.044 0.031 0.631 －0.100 0.412
11．その他 －0.033 －0.031 －0.028 －0.095 0.479 0.241
固有値 1.941 1.236 1.171 1.059 1.010
寄与率（％） 8.766 5.889 5.083 4.550 2.576
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高いことを示している。総じて，人口規模が小さ
い基礎自治体ほど，因子得点の平均値が大きくな
る傾向にあることから，多くの課題を認識してい
ることが窺える。各因子の人口規模別基礎自治体
の因子得点の平均値を見ると，各因子が示す課題
を強く認識している基礎自治体は，第 1因子（首
長・幹部の防災意識の向上）では 1万人以下基礎
自治体，第 2 因子（担当職員の人材育成）では 1
万人から 5万人の基礎自治体，第 3因子（組織編
制）・第 4因子（職員の増員）・第 5因子（その他）
では 5万人から20万人の基礎自治体，であること
が分かる。

6 ． 災害対応力強化のための方策に関す
る人口規模別基礎自治体間の差異

　災害対応力指標を求めるために，「防災担当部

局が抱える全般的な課題」の回答結果を用いて主
成分分析を行った。その結果は，第 1主成分が，
最大の軸で，10項目いずれも正の重みを示してい
ることから，「災害対応力」の総合指標と解釈す
ることができた（表 6）。そこで，各データにつ
いて，第 1主成分から得られる主成分得点を，総
合的な災害対応力の指標として用いることとした。
　ついで，災害対応力強化方策指標を求めるため
のデータとして，「基礎自治体の災害対応力強化
のための課題と要望」を，複数回答で尋ねた結果
を用いることとした。その結果は，「 1．大規模
災害発生時の初動態勢の強化及び見直し」が
70.8％と最も多く，ついで「10．大規模災害を経
験していないことによる知識・経験の不足」，「 2．
災害後 1か月で行う対応業務の全体フロー図とそ
の詳細の把握」などと続いた（図33）。
　災害対応力強化方策指標を求めるために，この
「基礎自治体の災害対応力強化のための全般的な
課題と要望」の回答結果を用いて，因子分析（主
因子法，バリマックス回転）を行った。その結果
は，表 7のとおりで， 4つの因子に分類された。
それぞれの因子について，次のように解釈した。
第 1因子は「国・都道府県等からの情報・人的資
源の支援方策」とした。これは，統合的コンティ
ンジェンシー・モデルの主要構成概念である「環
境」の次元の一つである「組織間環境」における
情報・人的資源依存性や「組織過程」における境

表 6　災害対応力強化のための全般的な課題と要望（複数回答，n＝610）

成分
1 2 3 4

1 ．首長のさらなる防災意識向上 0.576 －0.523 －0.250 －0.238
2 ．幹部職員のさらなる防災意識向上 0.670 －0.336 －0.275 －0.142
3 ．職員の増員 0.183 －0.383 0.563 0.447
4 ．外部研修等による担当職員の資質の向上 0.424 0.402 －0.511 0.243
5 ．定期的人事ローテーションによる人材育成の困難性 0.338 －0.063 0.009 0.598
6 ．先進自治体や被災地への派遣による人材育成 0.528 0.415 －0.048 0.270
7 ．庁内他部局との連携強化 0.294 0.299 0.183 －0.477
8 ．予算増額による資機材整備 0.470 0.124 0.513 －0.110
9 ．災害時の権限移譲（災害時における人事権・予算権限等） 0.432 －0.047 0.286 －0.219
10．各種計画の整備 0.204 0.502 0.228 －0.055
固有値 1.922 1.230 1.149 1.056
寄与率（％） 19.221 12.302 11.491 10.555

図32　 人口規模別基礎自治体の第 1～第 5因子
得点の平均値
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界連結活動に関わる方策を示していると考えられ
る9）。第 2 因子は「補助金等の制度の拡充方策」
とした。これは，「組織的環境」におけるカネの
資源依存性や「組織構造」の「公式化」に関わる方
策を示していると考えられる9）。第 3 因子は「効
果的な初動・応急対応方策」とした。これは，「組
織構造」や「組織過程」に関わる方策を示してい
ると考えられる9）。第 4 因子は「大規模災害の経
験方策」と解釈した。これは，「組織構造」の「複
雑性」に関わる方策を示していると考えられる9）。
　各データについて， 4つの因子に対応する因子
得点を災害対応力強化方策の指標として用いるこ
ととした。

　人口規模別基礎自治体のごとに，前述の災害対
応力と 4つの災害対応力強化方策との関係を検討
するために，災害対応力指標を目的変数とし， 4
つの災害対応力強化方策指標を説明変数とする重
回帰分析を行った。その結果は，表 8で示すとお
りである。
　 1万人以下の基礎自治体は， 4つの因子すべて
に規定されており，そのうち第 2因子（補助金等
の制度の拡充方策）に最も影響されている。 1万
人から 5万人と 5万人から20万人の基礎自治体で
は，ともに，第 4 因子（大規模災害の経験方策）
を除く 3つの因子に規定されており，そのうち第
3 因子（効果的な初動・応急対応方策）に最も影

図33　災害対応力強化のための全般的な課題と要望（複数回答，n＝610）

表 7　災害対応力強化のための課題・要望の因子分析結果（複数回答，n＝610）

因子
共通性

1 2 3 4
3 ．国・都道府県等からの，被災後早期の被害推定情報の提供 0.679 0.113 0.110 0.065 0.490
5 ．国・全国知事会等による応援職員派遣制度の拡充 0.628 0.154 0.021 0.056 0.422
4 ． 国・都道府県等からの，被災後早期の支援員派遣による情報の共有化
とアドバイス 0.471 0.209 0.100 0.063 0.280

6 ．災害対策を移譲事務にするなどの都道府県による支援制度の拡充 0.388 0.325 0.046 －0.021 0.259
9 ．補助金・負担金・交付金等の制度の拡充 0.223 0.594 0.093 0.106 0.422
8 ．災害後の国・都道府県等への報告業務の省力化 0.136 0.540 0.030 0.053 0.314
7 ．防災計画やマニュアルのデジタル化 0.161 0.170 0.068 －0.049 0.062
1 ．大規模災害発生時の初動態勢の強化及び見直し 0.030 0.003 0.659 －0.060 0.439
2 ．災害後 1か月で行うべき対応業務の全体フロー図とその詳細の把握 0.115 0.113 0.372 0.033 0.165
10．大規模災害を経験していないことによる知識・経験の不足 0.040 0.040 －0.046 0.495 0.250
11．その他 －0.029 －0.029 －0.238 －0.253 0.122
固有値 2.546 1.262 1.101 1.038
寄与率（％） 12.169 7.944 6.096 3.105
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響されている。20万人から50万人の基礎自治体は，
第 3因子にのみ規定されている。50万人以上の基
礎自治体は第 3因子と第 4因子に規定されており，
そのうち第 3因子に最も影響されている。
　以上の結果から，基礎自治体の人口規模に応じ
て，災害対応力強化ための重要な方策に関する認
識が異なっていることが定量的に検証された。
　また，「組織間環境」［1］に関わる方策は， 1 万
人から20万人以下の基礎自治体の災害対応力に影
響を与えているのに対して，20万人以上の基礎自
治体の災害対応力には影響を与えていない。20万
人以上の基礎自治体の災害対応力には，組織の内
部特性に関わる方策のみが影響している。このこ
とは，資源依存パラダイムを反映しているものと
推察される。

7 ．考察
　本研究は，中小規模基礎自治体の災害対応力強
化に向けて，基礎自治体が認識する人口規模に応
じた災害対応力の課題の差異や災害対応力強化方
策の差異を，コンティンジェンシー理論を基にし
た統合的コンティンジェンシー・モデルを理論的
枠組みとして，定量的に検証した。そのデータと
しては，全国の基礎自治体を調査対象として実施
した「基礎自治体の災害対応力強化に関する質問
紙調査」を用いた。以下に，本研究で得た知見を
まとめ，考察する。
　まず，人口規模別基礎自治体における災害対応
力の課題等を把握した。基礎自治体の災害対応力
に係る課題について，人口規模によらず共通に見
られる課題と，人口規模に応じて異なる課題に分

類することができた。
　基礎自治体の人口規模に応じて異なる課題は，
前述した組織規模をめぐる先行研究で導かれた，
組織規模と組織の官僚制化との正の関係に対応す
るという理論的仮説を検証するものである。すな
わち，人口規模の小さな基礎自治体では，防災部
局の職員数の少なさや，防災部局への業務負担，
災害対応に関する知識・経験の不足が示唆された。
この結果として，組織規模が組織構造の役割・職
能専門化に影響を及ぼすことが明らかになってい
る。
　一方，人口規模の大きな基礎自治体では，職員
の参集困難に加えて，防災担当部局以外における
「防災への理解・関心が得られないこと」や「当事
者意識の少なさ」が示唆された。この結果は，規
模の大きい基礎自治体における，官僚性的組織構
造の逆機能である部門間対立を提示するものであ
る。このことから，規模の大きい基礎自治体は，
意思決定の硬直化や複雑化により庁内での合意形
成に時間を要するのに対して，中小規模の基礎自
治体ほど組織挙げての横断的な対応ができると推
察される。
　ついで，人口規模別基礎自治体間の災害対応力
の差異について因子分析を採用して，定量的に分
析した。この結果として，人口規模が小さい基礎
自治体ほど，多くの課題を認識されていることや，
規模に応じて課題に差異があることが窺えた。
　さらに，基礎自治体の人口規模に応じて，災害
対応力強化ための課題となっている方策に関する
認識が異なっていることを定量的に検証した。こ
のことから，基礎自治体の災害対応力強化方策に

表 8　人口規模別基礎自治体の重回帰分析結果（標準化偏回帰係数）

1万人以下 1万人～
5万人　

5万人～
20万人　

20万人～
50万人　 50万人以上 全体

第 1因子 0.113＊　　 0.193＊＊＊ 0.240＊＊＊ 0.178＊＊＊

第 2 因子 0.369＊＊＊ 0.139＊＊　 0.208＊＊　 0.218＊＊＊

第 3 因子 0.157＊＊　 0.209＊＊＊ 0.266＊＊＊ 0.331＊＊ 0.534＊＊＊ 0.219＊＊＊

第 4 因子 0.122＊　　 0.349＊　　 0.095＊＊　

自由度調整済み決定係数 0.213＊＊＊ 0.101＊＊＊ 0.204＊＊＊ 0.085＊＊ 0.402＊＊＊ 0.172＊＊＊

サンプル数 188 228 136 38 20 610
注）＊＊＊：p＜0.01，＊＊：p＜0.05，＊：p＜0.10
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関して，基礎自治体共通の方策を検討するだけで
なく，人口規模に応じた特有の方策を検討するこ
とが必要であることが示唆される。
　今後の課題として，回答した自治体職員の認識
に基づく質問紙調査の結果には，主観性の導入の
問題が付与する。その妥当性を向上させるために，
同様の質問紙調査を継続的に行いたい。また，先
行研究12）で指摘されているように，組織規模は，
環境要因や組織規模以外のコンテクストなどの他
の構成要因と重複し，それらと複合しながら組織
成果へ影響すると考えられる。今後，環境要因や
組織規模以外のコンテクストの他の要因，組織の
内部特性の他の構成要素も統合的に取り上げて，
組織規模と組織の成果との関係について定量的な
検証を行いたい。
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補注
［ 1］ 環境とは，組織の境界に存在し，組織全体に

直接的・間接的に影響を及ぼす要因で，一般
的環境，タスク環境，組織間環境，創造環境
から構成される9）。

［ 2］ コンテクストとは，組織内で内部組織に影響
を及ぼす要素いわば組織にとっての下部構造
をなす変数群で，目的・戦略，規模，技術，
資源から構成される9）。

［ 3］ 組織構造は，成員の行動をコントロールし，
組織内のパワー行使，意思決定，組織活動の
実行の枠組みを作り出すという機能を果たす
と考えられている9）。その集約的次元として
「公式化」，「複雑性」，「集権化」が設定されて
いる9）。「公式化」とは，「組織における規則化
の程度と規則の重要性」を，「複雑性」とは
「組織成員の専門職化の程度」を，「集権化」
とは「社会的地位の間への権力の分布」を，
それぞれ示す次元である。

［ 4］ 組織過程には，パワー，リーダーシップ，意
思決定，統合，調整，コントロール，コミュ

ニケーション，境界連結活動などが含まれる9）。
［ 5］ ウェーバーによれば，近代的官僚制は次のよ

うな特徴を持つと指摘されている9）。規則に
より秩序付けられた権限，ヒエラルヒーの原
則，文書の重視，専門的訓練を前提とした職
務，官僚の全労働力を要求する職務，一般的
職務に従った職務執行。
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要 旨

　近年，各地で豪雨災害や地震災害等に見舞われてきたが，中小規模基礎自治体は，初動・応
急対応において同じ失敗を繰り返していると指摘されている。本研究の目的は，中小規模の基
礎自治体の災害対応能力の強化を図るために，統合的コンティンジェンシー・モデルを理論的
枠組みとして，全国の基礎自治体の防災部局部署を対象に実施した質問紙調査の結果を活用し，
基礎自治体が認識する，災害対応能力やその強化に向けた方策に関して，人口規模に応じて差
異があることを定量的に検証することである。その結果，災害対応力強化で考慮すべき事柄に
ついて，人口規模別基礎自治体間における課題の差異をカイ二乗検定や因子分析で定量的に明
らかにすることができた。ついで，基礎自治体が認識している災害対応力強化方策について，
人口規模別基礎自治体間において差異があることを主成分分析や因子分析，重回帰分析で定量
的に検証した。以上の分析結果から，基礎自治体の災害対応力強化方策に関して，基礎自治体
共通の方策を検討するだけでなく，人口規模に応じた特有の方策を検討することが必要である
ことが示唆された。
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